
特定非営利活動法人まちづくり学校

第18期（平成29年度）

通 常 総 会

平成29年8月19日（土）

会場　クロスパルにいがた



特定非営利活動法人まちづくり学校 

第 18期（平成29年度）通常総会 議事次第 
 

日時：平成29年 8月 19日（土）13:00～14:00 
会場：クロスパルにいがた 交流ホール１ 

新潟市中央区礎町通３ノ町2086 〈TEL〉025-224-2088 
 

 

 

 12:45 受付開始 

 

 13:00 総会開会 

   1. 校長あいさつ  中村 美香 代表理事 

   2. 議長および議事録署名人の選出 

   3. 議 事 

 1）【報告事項】第17期（平成29年度-1期）事業および収支決算について 

 2）【報告事項】第18期（平成29年度-2期）事業計画および収支予算について 

3）【審議事項】定款変更について 

   4. 議長解任 

 

 14:00 閉 会（予定） 

 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

議題１：報告事項  

 

第 17期（平成 29年度-1 期）事業および収支決算報告 
 

第 18期（平成29年度-2期）第1回運営委員会（7月 24日開催）で承認 
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第17期（平成 29年度-1 期）事業の成果と課題 
 
 〈平成 29年度（第 17期）の事業方針〉 
  方針１：まちづくり学校独自の人材育成プログラムを確立する。 

○まちむらカレッジの確実な実施と定着 

○マチダス改訂版の発行 

○県外シェアのさらなる拡大 

 
 方針２：これまでの経験を生かして現場を支援する体制を強化する。 

○理念の見直し、再構築 

○現場におけるニーズの把握を徹底する 

○新たな支援アイディアを産み出しやすい環境をつくる 

○現場の実践を通した指導を強化する 

 

 

 事業年度変更に伴い、第 17 期は平成 29 年 1 月 1 日～6 月 30 日までの半年間でした。

17期の事業方針は1年間を想定して策定しているため期末時点では未達成の取り組みも

ありますが、18期につなぎながら各種事業を実施しています。 

 方針２で掲げている「理念の見直し、再構築」は「未来デザインプロジェクト」とし

て４月から始めました。急速に変化する社会とまちづくり活動のニーズに対応するため、

新しい理念だけでなく今後 5 年間の方針・方策や組織運営のあり方まで検討し、しっか

りとした運営と事業展開を行います。自主事業「まちむらカレッジ」は未開催ですが、

前期の課題と今後の方針・方策を踏まえ、適切な内容と運営を組み立てることにしてい

ます。前期から継続している「放課後サロン」や実験的な新講座「取材力アップ講座」

は参加者は少なかったものの新規参加者を確保したことや、新たな人材の登用とアイデ

ィアを活かすことで、自主事業の今後の展開の可能性を広げることになりました。 

 併行してマチダス改訂版の制作も進めています。９月に発行予定であり、販売ととも

に今後の事業の中で活用していきます。 

 平成 28年度に九州３都市で開催した研修会を機に１月には新たな依頼があり、大分県

日田市を中心に複数の研修会運営を行い好評いただきました。さらに次の依頼にもつな

がっています。県外他地域からの問合せや継続事業もあり、さらに県外シェアを拡大し

ていくことに努めます。県内の委託事業においても継続して依頼されることが多く、こ

れまでの確かな実績（成果）が評価されていると捉えています。評価いただいているこ

とに甘んじることなく、切磋琢磨してより質の高い事業を行うよう引き続き努めるとと

もに、まちづくりが前に進むよう〝現場が動く〟成果をさらに重視して進めることを課

題とします。 
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 一方で、事業を担う人材不足は変わらずに課題であり育成は急務です。そのために「現

場の実践を通した指導を強化する」ことを掲げ、複数の事業において新たな人材の登用

や現場での指導を進めつつあります。継続して、人材発掘や潜在的な力を引き出すこと、

現場での育成に取り組んでいきます。 

 また、ブラニイガタや県外展開、新しい講座など各種事業を通じてまちづくり学校自

体やノウハウの必要性が広く知られるようになっています。新たな人材の登用や育成も

含め、これまで投資的にチャレンジしてきた取り組みの成果は出つつあるので、これら

を収益に転換していくことも課題です。効率的な事業実施をさらに進め、「未来デザイン

プロジェクト」を通じて組織運営のあり方も再検討していきます。 
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第17期（平成 29年度-1 期）運営に関する報告 
 
 

■�役員体制 
（平成29年1月1日～6月30日） 
代表理事（校長）  中村 美香（新潟市西区） （有）ミカユニバーサルデザインオフィス 
代表理事（校長）  大滝  聡（村上市） （有）オム・クリエイション 

副代表理事（教頭） 斎藤 主税（新潟市中央区） 
理事（運営委員）  池井  豊（南蒲原郡田上町） コミュニケーションデザイン事務所イケイ 
理事（運営委員）  伊藤 明世（新潟市西区）   P's box 

理事（運営委員）  江川 功 （東蒲原郡阿賀町） 馬茶屋   
理事（運営委員）  金子 洋二（新潟市秋葉区） スタジオ・ファイル 

理事（運営委員）  川島 崇照（南魚沼市） 川島崇照メンタルトレーニング・オフィス 
理事（運営委員）  丸藤 文子（新潟市江南区）  
理事（運営委員）  小見まいこ（新潟市西区） みらいずworks 

理事（運営委員）  坂本 裕一（新潟市西区） 
理事（運営委員）    佐野 智香（燕市） 
理事（運営委員）  知野 孝子（新潟市中央区） CHINO・PLANNING 

理事（運営委員）    長谷川敏栄（柏崎市） ライブデザイン（株）一級建築士事務所 
理事（運営委員）  堀  昌子（新潟市江南区） つなぎや 

理事（運営委員）  山賀 昌子（新潟市中央区） NPO法人まちづくり学校事務局長 
理事（運営委員）  横尾 文子（新潟市中央区） 
理事（運営委員）  和田 一良（新潟市東区） 編集工房わらく 

監事                小島 嘉晴（新潟市西区）    

（平成29年1月1日～5月10日） 
理事（運営委員）    掛川 洋規（在任時：新潟市西区）  

 

■�事務局体制（平成29年１月１日～6月30日） 
事務局長  山賀 昌子〈１月１日～6月 30日〉 
職員（会計）  石本 ゆきい〈１月１日～6月 30日〉 

職員（事務）  上村 桃女〈１月１日～2月 2日〉 
  木村 瞳 〈2月 1日～6月 30日〉 

職員（事業）  掛川 洋規〈１月1日～3月 31日〉 
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■会員数（平成29年6月30日現在） 

会員種別 人数 前年からの増減 

正会員   96 名    0  

〈内訳〉 理事   18 名 -3名 正会員への変更3名 

  監事    1 名 0   

  

個人 

  

70 名 ＋4名 

入会5名・退会1名 

    
理事からの変更3名・学生会員から
の変更1名 
情報会員への変更4名 

  個人（学生）    6 名 -1名 
正会員からの変更1名 
正会員への変更1名・情報会員への
変更1名・ 

  団体    1 団体 0  

情報会員   33 名   ＋3名 
正会員からの変更4名・学生会員か
らの変更1名・退会者2名 

合計   129 名   ＋3名   

 
 

■総会の開催状況 
第17期（平成29年度-1期）通常総会 
 日時：平成29年２月18日（土）13：15～14:10 
 会場：ほんぽーと（新潟市立中央図書館）研修室２ 

 出席：正会員22名（ほか正会員委任状出席数52名 情報会員出席者数3名） 
 議題：【報告事項】平成28年度事業および収支決算について 
    【報告事項】平成29年度事業計画および収支予算について 
       【報告事項】役員の選任について 
       【審議事項】監事の選任について 
       【審議事項】定款の変更について 
 
 
■運営委員会の開催状況 
 運営委員会（理事会）は毎月１回開催することとしており、第17期（平成29年度-1期）
は6回の定期開催と臨時運営委員会を1回開催しました。 
 

5



第１回運営委員会 
 日時：平成29年１月25日（水）18:30～21:00 
 会場：新潟市鳥屋野地区公民館 第 3集会室 

出席：10名 委任状提出：9名 
議題：１）まちあるきガイドネットワークへの加盟について 

２）総会での審議事項の内容について 
３）総会併催企画の内容について 
４）平成28年度事業報告（総会報告内容）について 
５）平成29年度の事業方針および計画について 

 
臨時運営委員会 
 日時：平成29年１月26日（木）19:00～19:30 
 会場：NPO法人まちづくり学校事務局 

出席：14名 委任状提出：5名 
議題：１）代表理事および副代表理事の選任について 

 
 第２回運営委員会 
 日時：平成29年 2月 15日（水）15:30～18:30 
 会場：新潟市曽野木地区公民館 207講座室 
 出席：8名 委任状提出：11名 

 議題：１）平成29年度総会および併催WSの進行と役割分担について 
２）マチダス2011完売後の対応について 
３）理念づくりのプロセスについて 
４）平成29年度の自主事業の検討 

       
 第３回運営委員会 
 日時：平成29年 3月 15日（水）17:00～21:00 
 会場：新潟市曽野木地区公民館 207講座室 
 出席：9名 委任状提出：10名 

 議題：１）第 5期地域づくりコーディネーター養成講座の担当者および開催地について 
２）未来デザインプロジェクト（理念づくり）のプロセスについて 
３）平成29年度の自主事業について 

       
 第４回運営委員会 
 日時：平成29年 4月 12日（水）15:30～18:30 
 会場：新潟市鳥屋野地区公民館 第 3集会室 
 出席：10名 委任状提出：9名 
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 議題：１）支援センターのこれからへのまちづくり学校の対応について 
２）取材力アップ講座の精算内容について 
３）第5期地域づくりコーディネーター養成講座の方向性と担当者・開催地に 
 ついて 

 
 第５回運営委員会 
 日時：平成29年５月10日（水）17:00～18:30 
 会場：新潟市鳥屋野地区公民館 第 3集会室 
 出席：13名 委任状提出：6名 

 議題：１）事業年度変更にあたっての運営委員任期の変更について 
２）第5期地域づくりコーディネーター養成講座の担当者および内容について 
３）新マチダスの事業費について 
 

 第６回運営委員会 
 日時：平成29年 6月 14日（水）16:00～18:30 
 会場：クロスパルにいがた 305講座室 
 出席：8名 委任状提出：10名 

 議題：１）今後の事業の進め方および精算方法について 
２）平成29年度 1期（半期）の事業と運営のふりかえり 
３）新マチダス第6章（Q＆A座談会）の内容や進め方について 
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第17期（平成 29年度-1 期）事業一覧 
 

■事業数および受講者数（平成29年 1月 1日～6月 30日） 

事業種別 事業数 事業区分 受講者数 

まちづくりの企画・開発事業 8 自主 3 
委託 5 約 230名   

まちづくりの企画・開発事業 7 自主 3 
委託 4 

約 860名 ほか不特定多数の市民 

まちづくりの調査・研究事業 0      0 -  

まちづくりのﾈｯﾄﾜｰｸ形成事業 2 自主 2 不特定多数の市民 

まちづくりの情報発信・出版事業 3 自主 3 不特定多数の市民 

まちづくりの人材派遣事業 6 依頼 6 約 340名   

合 計 26  約 1,430名 ほか不特定多数の市民 

 

 
■事業実施市町村数    ※複数箇所で開催する事業もあるため、合計数は事業数と一致しません。 

 
実施場所 

 
人材育成 

 
企画開発 

 
調査研究 

ネットワ
ーク形成 

情報発信 
・出版 

 
講師派遣 

 
計 

新潟市中央区 2 3  1  2 8 
新潟市西区 1 1  1 3  6 
新潟市西蒲区 1      1 
新潟市東区      1 1 
新潟市南区 1      1 
胎内市 1     1 2 
柏崎市 1     1 2 
小千谷市      1 1 
糸魚川市  2     2 
岩手県滝沢市      1 1 
山形県村山市  1     1 
大分県日田市 1      1 
合 計 8 7  2 3 7 27 
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■書籍販売数（平成29年 1月 1日～6月 30日） 

書籍名 販売数 

まちづくりコーディネーター養成ブック マチダス2011 48 冊 

まち育てサポートブック マチダス２ 12 冊 

まちあるきスタイルブック 21 冊 

小疇弘一メモリアルブック 0 冊 

歯医者さんが、まちづくりNPOに出会った！ 0 冊 

こんなまちに住みたいナ ̶絵本が育む暮らし・まちづくりの発想̶ 0 冊 

              合 計 81 冊 
 
 

■ブラニイガタ缶バッジ販売数（平成29年 1月 1日～6月 30日） 

書籍名 販売数 

丸 25mmサイズ 6 個 

丸 32mmサイズ 4 個 

角 40mmサイズ 4 個 

              合 計 14 個 
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※センター：新潟県NPO・地域づくり支援センター

種別 事業名 事業内容 事業区分 発注者 実施期間 実施場所
従事者の
数

受益対象者の
範囲及び人数

まちむらカレッジ2016「起
業ゼミ」

まちづくりを仕事にしたい
と考える方のための少人数
制の連続講座

自主 H28.12～
H29.02

新潟市中央区 2名 一般市民13名

ソーシャルメディア時代の
まちづくり「取材力アップ
講座」

まちの資源を掘り起こし多
くの人に伝えるための編集
術や情報発信を学ぶ講座

自主 H29.01～02 新潟市中央区 2名 一般市民14名

日田市オープンスクールほ
か

開催地の人材育成のニーズ
に対応しながら、まちづく
り学校の人材育成プログラ
ムを体験していただく講座
の実施

自主
H28.11～
H29.01 大分県日田市 3名

開催地のまちづくり
活動実践者　約100
名

南区凧合戦・まち歩きボラ
ンティアガイド養成講座企
画・運営

大凧合戦におけるボラン
ティアガイドを養成するた
めの講座の企画運営

委託 南区産業振興課 H28.04～
H29.03

新潟市南区 2名 南区民および一般市
民　20名

H28年度うちの発掘ぷろ
じぇくと企画運営

まちづくりに活かせるまち
の資源を発掘するととも
に、まちづくりに主体的に
取り組む人材を育成する講
座の企画運営

委託 新潟市西地区公民館
H28.04～
H29.03 新潟市西区 2名

新潟市内野住民他
約30名

「西蒲区コミュニティ・
コーディネーター養成講
座」企画・運営

コミュニティ・コーディ
ネーターを育成する講座の
企画運営

委託 西蒲区地域課 H28.08～
H29.01

新潟市西蒲区 1名 西蒲区民　約20名

胎内市観光ボランティアガ
イドスキルアップ研修会運
営

観光ボランティアガイドの
スキルアップのための研修
会の企画運営

委託 胎内市 H28.10～
H29.02

胎内市 1名
胎内市の観光ボラン
ティアガイド　約
15名

H28年度まちあるきガイド
後期講座運営

まちの魅力をさがし発信す
る人材を育成するまちある
き講座の企画運営

委託 柏崎観光課 H28.10～
H29.03

柏崎市 2名 柏崎市民　約14名

2016放課後サロン

まちづくりに関わる人の講
話を通じてまちづくりを学
ぶとともに、人材活用と交
流をはかる研修会の実施

自主 H29.01～06 新潟市 2名 会員および一般市民
45名

まちあるきバッグ製作プロ
ジェクト

まちあるきの際に役立つ
バッグをベトナムの孤児就
労支援活動の一環で制作す
る

自主 H28.01～ 新潟市 1名 不特定多数の市民

現場トラブル解決ワーク
ショップ

まちづくりの〝現場〟で起
こりがちなトラブルの対処
法などを経験から学ぶワー
クショップの企画運営

自主 2017.2.18 新潟市 2名 会員および市民24
名

糸魚川市地区懇談会ワーク
ショップ運営支援

これからの地域づくりにつ
いて住民同士が意見交換を
行うワークショップの企画
運営

委託 糸魚川市定住促進課 H28.04～
H29.03

糸魚川市 2名 糸魚川市民　約660
名

安田設備工業（株）理念制
定プロジェクト

企業理念および行動基準作
成のための社員ワーク
ショップの企画運営および
作成アドバイス

委託 株式会社モアクリエ
イション

H28.06～
H29.03

阿賀野市 2名
安田設備工業（株）
役員および社員　約
30名

平成29年1月1日～6月30日NPO法人まちづくり学校　平成29年度1期〈第17期〉事業報告

ま
ち
づ
く
り
の
人
材
育
成
事
業

ま
ち
づ
く
り
の
企
画
・
開
発
事
業
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種別 事業名 事業内容 事業区分 発注者 実施期間 実施場所
従事者の
数

受益対象者の
範囲及び人数

古町通７番町地区第一種市
街地再開発事業　広場活用
方策検討業務

再開発ビル建設に伴い整備
される広場の活用につい
て、検討のためのヒアリン
グと地域資源調査を行う

委託 古町通７番町地区市
街地再開発組合

H29.01～03 新潟市中央区 7名 不特定多数の市民

糸魚川市復興まちづくり計
画ワークショップおよび庁
内ワーキングチーム会議企
画運営

大火の復興計画づくりにお
ける市民ワークショップお
よび庁内ワーキングチーム
会議の企画運営

委託 （株）サンワコン H29.02～05 糸魚川市 5名 糸魚川市民および市
職員　約100名

養成講座修了生ネットワー
ク化

養成講座修了生の活動や地
域の状況などの情報交換会
の実施や日常的な情報受発
信

自主
（センター）

通年 新潟市（事務
局）

2名 養成講座修了生およ
び会員　約600名

交流会開催（電撃交流会） まちづくりに関わる勉強会
や交流会の開催

自主 H28.04 新潟市 1名 会員および一般市民
17名

書籍販売事業
マチダス2011／まちあるき
スタイルブック／マチダス
２等の書籍販売

自主 通年 新潟市
（事務局）

4名 会員および不特定多
数の市民および団体

ブラニイガタ缶バッジ制
作・販売

ブラニイガタ2016のPR
グッズとして缶バッジを制
作・販売

自主 H28.04～12 新潟市
（事務局）

1名 不特定多数の市民

新マチダス制作 まちづくりのテキストブッ
クの制作

自主 H28.04～ 新潟市
（事務局）

5名 不特定多数の市民

胎内市元気づくりプログラ
ムリーダー研修会

健康増進を図る事業のプロ
グラムリーダーのスキル
アップ研修の講師

胎内市健康づくり課 H28.11～
H29.02

胎内市 1名
胎内市内のプログラ
ムリーダー　約40
名

歯科衛生士歯科技工士復職
支援のための地域相談会、
研修会

復職支援のための相談会に
おけるファシリテーター

一般社団法人新潟県
歯科医師会

H29.01～03
柏崎市
燕市
新潟市

2名
復職を希望する歯科
衛生士および歯科技
工士　約100名

吉谷地区団体代表者合同会
議ファシリテーター派遣

地区代表者の会議における
ファシリテーター

吉谷地区町内会協議
会

H29.1.29 小千谷市 2名 吉谷地区団体代表者
約25名

通船川・栗ノ木川下流沿川
まちづくりの会「川につい
て語る会」

「川について語る会」のミ
ニパネルディスカッション
のパネリスト

通船川・栗ノ木川下
流沿川まちづくりの
会

H29.3.4 新潟市東区 1名 一般市民　約80名

伝える人材を育てる仕組み
を本気で考えるワーク
ショップ

ファシリテーター NPO法人点空社 H29.3.19 岩手県滝沢市 2名 一般市民　約30名

新潟市新任課長研修

市民と行政の「協働」にお
いて、市職員が地域活動に
参加する意義等についての
講義

新潟市市民協働課 H29.4.10 新潟市中央区 1名 新潟市役所新任課長
58名

企
画
・
開
発
事
業

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成

情
報
発
信
・
出
版
事
業

●その他事業　なし

講
師
派
遣
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進行中の事業〈第18期（平成29年度2期）事業〉
※センター：新潟県NPO・地域づくり支援センター

種別 事業名 事業内容 事業区分 発注者 実施期間 実施場所
従事者の
数

受益対象者の
範囲及び人数

平成29年度インターンシッ
プ受け入れ

大学生のインターンシップ
受け入れを行う 自主 H29.05～09 新潟市ほか 1名 大学生4名（予定）

まちたんけん＆新聞づくり

親子や小学生同士で歩き、
地元のガイドとの交流を通
じ、まちの成り立ちから考
え、観る視点を養うワーク
ショップ型の研修会の実施

助成 南区健康福祉課 H29.05～09 新潟市南区 3名
新潟市内の親子　約
20名（予定）

第5期地域づくりコーディ
ネーター養成講座

まちづくりコーディネー
ターの育成を行う講座の企
画運営

委託
（センター）

（一財）新潟ろうき
ん福祉財団

H29.04～12 十日町市 8名
一般市民、行政職
員、NPO職員等
30名（予定）

柏崎まちなか歩きガイド実
践力向上プロジェクト　企
画運営支援

まちの魅力をさがし発信す
る人材を育成するまちある
き講座の企画運営

委託 柏崎市観光課 H29.05～12 柏崎市 2名 柏崎市民　約10名

魚沼市集落点検サポート事
業

集落支援員による集落点検
に対しアドバイス等を行う

委託 魚沼市北部地域振興
事務所

H29.05～
H30.03

魚沼市 1名 魚沼市内の集落支援
員　約15名

地域コミュニティ・クリエ
イター養成事業「まちづく
りのニナイテ講座」実施

地域資源を活かしたまちづ
くりとその進め方を学び、
実践する講座の企画運営

委託 新潟県村上地域振興
局

H29.05～
H30.02

村上市 3名 村上市民・関川村民
30名

糸魚川市地域リーダー育成
事業

糸魚川市の若者を地域づく
りの担い手として育成する
ための交流会と講座の企画
運営

委託 糸魚川市定住促進課 H29.06～
H30.03

糸魚川市 6名 糸魚川市民　約100
名以上（予定）

元気出せごせん若者ワーク
ショップ事業　企画運営

小中学生と大学生にまちへ
の愛着を醸成するまちある
きの企画運営

委託 五泉市企画政策課 H29.06～12 五泉市 2名
五泉市内小中学生、
県内大学生　約30
名

地域医療を支えるまちづく
り事業企画運営支援

これからの地域医療を学
び、リーダーとなる人材を
育成する講座の企画運営

委託 新潟県村上地域振興
局

H29.06～
H30.02

村上市 2名 村上市民・関川村民
20名

まちあるきバッグ制作プロ
ジェクト

まちあるきの際に役立つ
バッグをベトナムの孤児就
労支援活動の一環で制作す
る

自主 H28.01～ 新潟市 1名 不特定多数の市民

未来デザインプロジェクト
まちづくり学校の新しい理
念および今後5年間のビジョ
ン、実施計画を策定する

自主 H29.04～12 新潟市 4名 会員ほか不特定多数
の市民

魚津市本江地区まちづくり
コーディネーター育成およ
びおおまちづくり計画書策
定事業

まちづくりに取り組む人材
育成を図りながら地域住民
自身による計画づくりを行
うワークショップの企画運
営

委託 魚津市地域協働課
H29.04～
H30.01 富山県魚津市 3名

魚津市本江地区およ
び周辺地区住民　約
60名

古町通７番町地区第一種市
街地再開発事業　広場活用
方策検討業務

再開発ビル建設に伴い整備
される広場の活用につい
て、検討のためのヒアリン
グおよび会議の企画運営を
行う

委託
古町通７番町地区市
街地再開発組合

H29.04～
H30.03 新潟市中央区 6名 不特定多数の市民

東アジア文化都市青少年交
流事業レクリエーション等
企画・運営

日中韓３ヶ国の高校生の交
流事業における体験プログ
ラムの企画運営

委託 新潟市文化創造推進
課

H29.06～09 新潟市中央区
および南区

2名 日韓2ヶ国の高校生
約30名

ま
ち
づ
く
り
の
企
画
・
開
発
事
業

平成29年6月30日現在

ま
ち
づ
く
り
の
人
材
育
成
事
業
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種別 事業名 事業内容 事業区分 発注者 実施期間 実施場所
従事者の
数

受益対象者の
範囲及び人数

企
画
・

開
発

糸魚川市地区懇談会開催運
営

これからの地域づくりにつ
いて住民同士が意見交換を
行うワークショップの企画
運営

委託 糸魚川市定住促進課 H29.06～
H30.03

糸魚川市 1名 糸魚川市民

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

ブラニイガタ2017

県内のまちを対象とし、そ
れぞれ違ったテーマ、手法
でまちあるきを行い、地域
資源の発掘を行う

自主 H29.04～12 県内各地 5名 不特定多数の市民

書籍販売事業
マチダス2011／まちあるき
スタイルブック／マチダス
２等の書籍販売

自主 通年 新潟市
（事務局）

4名 会員および不特定多
数の市民および団体

ブラニイガタ缶バッジ制
作・販売

ブラニイガタ2016のPR
グッズとして缶バッジを制
作・販売

自主 H28.04～12 新潟市
（事務局）

1名 不特定多数の市民

新マチダス制作 まちづくりのテキストブッ
クの制作

自主 H28.04～ 新潟市
（事務局）

5名 不特定多数の市民

吉谷未来創造プロジェクト
企画運営支援

まちづくり活動を進めるた
めの計画づくりや活動を支
援を行う

吉谷の未来を考える
会

H29.07～ 小千谷市 1名 小千谷市吉谷地区住
民

魚沼市自治会役員研修
自治会役員を対象とした小
規模多機能自治を学ぶ研修
会の講師

魚沼市北部地域振興
事務所

H29.8.25 魚沼市 1名 魚沼市内の自治会役
員　約30名

ファシリテーション・グラ
フィック講座中級編

ファシリテーション・グラ
フィック講座中級編の講師

秋田市市民活動セン
ター

H29.9.3 秋田県秋田市 1名 秋田市内の活動実践
者　約30名

泉大津市職員ファシリテー
ション研修

大阪府泉大津市および周辺
自治体の職員を対象とした
ファシリテーション研修の
講師

泉大津市人事課 H29.9.21 大阪府
泉大津市

1名
大阪府泉大津市およ
び周辺自治体の職員
約30名

平成29年度「住民との協働
によるまちづくり」研修

まちづくりコーディネー
ターやワークショップ、ま
ちあるきについて学ぶ研修
の講師

全国市町村国際文化
研修所（JIAM）

H29.9.27～29 滋賀県大津市 2名 全国の市町村職員
約60名

新潟県土木部職員研修「ユ
ニバーサルデザイン」

ユニバーサルデザインにつ
いて学ぶ研修の講師

新潟県土木部監理課 H29.10.13 新潟市中央区 1名 新潟県土木部職員

地域農業マネジメント研修
経営普及員のマネジメント
能力を高めるための研修講
師

新潟県農地部
経営普及課

H29.10.23-24 新潟市西蒲区 1名 新潟県内各地の経営
普及員　約10名

●その他事業　なし

講
師
派
遣
事
業

情
報
発
信
・
出
版
事
業
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第17期（平成 29年度-1 期）収支決算報告 
 

 第17期は平成29年1月1日～6月30日の半年間であり、経常収益の合計は12,296,751
円、経常費用の合計は13,221,921 円であり、法人税・事業税を加えると960,170 円の赤
字決算でした。これにより、次期繰越正味財産額は506,160 円となりました。 
 まちづくり学校は委託事業が多いため 12 月末や 3 月末に事業が終了する傾向です。こ
こ数年は12月末で終了する事業が多く、前期（16期）も同様でした。ちょうど年度がわ
りの時期であり、1 月以降に着手している事業であっても終了時期が 7 月以降となる場合
は今期（1～6月）決算に計上されず新たな年度に組み入れることになります。この事業年
度の変更時期や期間が半年間となったことが赤字となった要因です。さらに、各種保険料
やパソコンソフトの年間契約の一括支払いがこの時期に集中しています。 
 また、事業においては当初企画から内容に変更があるなどで費用がかさんだことが挙げ
られます。 
 事業年度の変更が影響して大幅な赤字となりましたが、7 月～翌年 6 月までの年度とし
事業実施の期間と合わせたことによって、今後は会計管理が明快になりやすく効率化につ
ながります。事業実施（管理）においても、よりいっそう効率的に遂行することが課題で
あり、効率化した会計と連動させて管理していくことに努めます。 
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特定非営利活動法人　まちづくり学校

Ⅰ　経常収益
1． 受取会費 正会員年会費 252,500

情報会員会費 0 252,500
2． 受取寄付金 12,067 12,067
3． 事業収益 (1)人材育成事業 3,561,250

(2)企画・開発事業 7,830,546
(3)調査事業 0
(4)ネットワーク事業 0
(5)情報発信・出版事業 138,621
(6)講師派遣事業 280,440
(7)その他事業 0 11,810,857

4． その他収益 受取利息 13
雑収益 221,314 221,327

経常収益計 12,296,751
Ⅱ　経常費用

1． 事業費
（１）人件費 給料手当 895,500

法定福利費 136,720
人件費計 1,032,220

（２）その他経費 仕入 112,274
支払報酬 3,898,417
印刷製本費 195,512
会議費 87,653
旅費交通費 1,323,808
通信運搬費 8,416
消耗品費 7,643
新聞図書費 1,200
接待交際費 32,884
保険料 1,058
外注費 1,094,000
雑費 1,200

その他経費計 6,764,065
事業費計 7,796,285

2． 管理費
（１）人件費 給料手当 2,652,083

法定福利費 490,621
福利厚生費 10,000

人件費計 3,152,704
（２）その他経費 支払報酬 311,714

印刷製本費 2,302
会議費 15,583
旅費交通費 262,785
通信運搬費 144,581
消耗品費 76,496
水道光熱費 138,222
地代家賃 213,000
賃借料 210,600
広告宣伝費 26,676
減価償却費 24,800
保険料 156,947
研修費 30,000
諸会費 2,500
リース料 4,050
租税公課 9,050
支払手数料 10,236
支払利息 12,665
雑費 183,325
消費税 437,400

その他経費計 2,272,932
管理費計 5,425,636
経常費用計 13,221,921
当期経常増減額 △ 925,170

Ⅲ　経常外収益
経常外収益計 0

Ⅳ　経常外費用
経常外費用計 0
税引前当期正味財産増減額 △ 925,170
法人税、住民税及び事業税 35,000
当期正味財産増減額 △ 960,170
前期繰越正味財産額 1,466,330
次期繰越正味財産額 506,160

自　平成29年1月1日　　至　平成29年6月30日

科　　目　・　摘　　要 金　　　額　　　（円）

≪第17期≫平成29年度（1期）活 動 計 算 書
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特定非営利活動法人　まちづくり学校

Ⅰ 資産の部
1． 流動資産

現金 27,681
普通預金 615,921
未収入金 1,185,620
棚卸資産 1,442,490
前払費用 129,228
立替金 311,372

流動資産合計 3,712,312

2． 固定資産
什器備品 124,000

固定資産合計 124,000

資産の部 合計 3,836,312

Ⅱ 負債の部
1． 流動負債

未払金 2,389,114
前受金 328,000
短期借入金 0
預り金 140,638
未払法人税等 35,000
未払消費税等 437,400

流動負債合計 3,330,152

2． 固定負債

固定負債合計 0

負債の部 合計 3,330,152

Ⅲ 正味財産の部
　前期繰越正味財産額 1,466,330
　当期正味財産増減額 △ 960,170

正味財産の部 合計 506,160

　負債・正味財産の部　合計 3,836,312

≪第17期≫平成29年度（1期）貸 借 対 照 表
平成29年6月30日現在

科　　目　・　摘　　要 金　　　　　額　　(円)
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　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　 2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人会計
基準協議会）によっています。

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は、原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2) 固定資産の減価償却方法
該当する固定資産はありません。

(3) 引当金の計上基準
該当する引当金はありません。

(4) 消費税等の会計処理

２．事業別損益の状況

(別紙)

３．固定資産の増減内訳
（単位：円）

科    目 期首取得価額 当期取得 当期減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

 有形固定資産
　　什器備品 0 148,800 0 148,800 24,800 124,000

合　計 0 148,800 0 148,800 24,800 124,000

４．借入金の増減内訳
（単位：円）

科    目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

 流動負債
　　短期借入金 2,000,000 0 2,000,000 0
 固定負債
　　長期借入金 0 0 0 0

合　計 2,000,000 0 2,000,000 0

５．役員及びその近親者との取引の内容

 該当する取引はありません。

１．重要な会計方針

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

財務諸表の注記
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特定非営利活動法人　まちづくり学校

Ⅰ 資産の部
1． 流動資産

現金預金 現金 27,681
普通預金：第四銀行／出来島支店 558,066
普通預金：第四銀行／県庁支店 49,460
普通預金：郵便振替 0
普通預金：新潟県労働金庫 8,395

643,602
未収金 H29糸魚川復興 1,112,400

新潟県NPO・地域づくり支援センター 37,200
書籍販売代金、送料、他 36,020

1,185,620
棚卸資産 書籍（マチダス他) 1,442,490

1,442,490
前払費用 H29ブラニイガタ 65,595

H29.7月分 家賃 30,000
H29Co養成講座 8,900
H29インターンシップ 7,170
新マチダス 6,642
H29.7月分 駐車場料金 5,500
H29未来デザイン 3,376
H29柏崎ガイド 825
H29まちたんけん 730
H29魚津地域WS 490

129,228
立替金 小疇書籍、保険料、他 311,372

311,372
流動資産合計 3,712,312

2． 固定資産
什器備品 パソコン 124,000

124,000
固定資産合計 124,000

資産の部　合計 3,836,312

Ⅱ 負債の部
1． 流動負債

未払金 2,389,114
2,389,114

前受金 H29.7月～12月分会費 186,000
ブラニイガタ参加費（紫雲寺） 52,500
ブラニイガタ参加費（見附） 45,000
ブラニイガタ参加費（砂丘） 44,500

328,000
預り金 源泉税、他 140,638

140,638
未払法人税等 35,000
未払消費税等 437,400

472,400
流動負債合計 3,330,152

2． 固定負債
固定負債合計 0

負債の部　合計 3,330,152

Ⅲ 正味財産の部
正味財産 506,160

≪第17期≫平成29年度（1期）特定非営利活動に係る事業会計　財産目録
平成29年6月30日現在

科　　目　・　摘　　要 金　　　　　額　　(円)
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特定非営利活動法人　まちづくり学校

29年度予算 29年度決算 増減

Ⅰ　経常収益
1． 受取会費 450,000 252,500 △ 197,500
2． 受取寄付金 10,000 12,067 2,067
3． 事業収益 0

　(1)人材育成事業 3,800,000 3,561,250 △ 238,750
　(2)企画・開発事業 6,890,000 7,830,546 940,546
　(3)調査・研究事業 0 0 0
　(4)ネットワーク事業 15,000 0 △ 15,000
　(5)情報発信事業 289,000 138,621 △ 150,379
　(6)講師派遣事業 100,000 280,440 180,440
　(7)その他事業 0 0
小計 11,094,000 11,810,857 716,857

4． その他収益
　受取利息 500 13 △ 487
　雑収益 50,000 221,314 171,314
小計 50,500 221,327 170,827
経常収益計 11,604,500 12,296,751 692,251

Ⅱ　経常費用
1． 事業費

（1）人件費 給料手当 500,000 895,500 395,500
アルバイト給料 0 0 0
法定福利費 40,000 136,720 96,720

人件費計 540,000 1,032,220 492,220
（2）その他経費 仕入 0 112,274 112,274

支払報酬 1,250,000 3,898,417 2,648,417
印刷製本費 500,000 195,512 △ 304,488
会議費 200,000 87,653 △ 112,347
旅費交通費 1,800,000 1,323,808 △ 476,192
通信運搬費 75,000 8,416 △ 66,584
消耗品費 100,000 7,643 △ 92,357
賃借料 25,000 0 △ 25,000
広告宣伝費 0 0 0
新聞図書費 0 1,200 1,200
接待交際費 0 32,884 32,884
保険料 5,000 1,058 △ 3,942
研修費 0 0 0
外注費 1,000,000 1,094,000 94,000
支払手数料 0 0 0
雑費 25,000 1,200 △ 23,800
その他経費計 4,980,000 6,764,065 1,784,065

事業費計 5,520,000 7,796,285 2,276,285

科　　目　・　摘　　要 備考
金額

≪第17期≫　平成29年度-1期　活動計算書　予算決算対比表
自 平成29年1月1日　　至 平成29年6月30日
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2． 管理費
（1）人件費 給料手当 3,150,000 2,652,083 △ 497,917 事務局職員給与

法定福利費 500,000 490,621 △ 9,379 社会保険、雇用保険、厚生年金等
福利厚生費 15,000 10,000 △ 5,000

人件費計 3,665,000 3,152,704 △ 512,296
（2）その他経費 支払報酬 175,000 311,714 136,714 税理士、労務管理事務所

印刷製本費 15,000 2,302 △ 12,698 事務局コピー代
会議費 17,500 15,583 △ 1,917 運営委員会会場費、茶菓子代等
旅費交通費 90,000 262,785 172,785 事務局職員・運営委員会理事交通費
通信運搬費 125,000 144,581 19,581 電話・ネット・発送費等
消耗品費 150,000 76,496 △ 73,504 ワークショップグッズ・事務用品等
修繕費 0 0 0
水道光熱費 135,000 138,222 3,222
地代家賃 213,000 213,000 0 事務局家賃、駐車場
賃借料 210,500 210,600 100 コピー機
リース料 4,000 4,050 50 清掃モップ代
広告宣伝費 25,000 26,676 1,676 名刺作成
接待交際費 0 0 0
新聞図書費 2,500 0 △ 2,500
減価償却費 0 24,800 24,800
保険料 50,000 156,947 106,947 事務局家屋、傷害保険等
研修費 150,000 30,000 △ 120,000
諸会費 0 2,500 2,500 新潟NPO協会等
租税公課 5,000 9,050 4,050 収入印紙等
支払寄付金 5,000 0 △ 5,000
支払手数料 10,000 10,236 236
支払利息 0 12,665 12,665
雑費 35,000 183,325 148,325 町内会費、証明書発行費用、ＩＴ保守
消費税 500,000 437,400 △ 62,600

法人税・住民税・事業税 70,000 35,000 △ 35,000
その他経費計 1,987,500 2,307,932 320,432

管理費計 5,652,500 5,460,636 △ 191,864
経常費用計 11,172,500 13,256,921 2,084,421
当期経常増減額 432,000 △ 960,170 △ 1,392,170

Ⅲ　経常外収益
1． 固定資産売却益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0
Ⅳ　経常外費用
1． 固定資産除・売却損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0
当期正味財産増減額 432,000 △ 960,170 △ 1,392,170
前期繰越正味財産額 1,466,330 1,466,330 0
次期繰越正味財産額 1,898,330 506,160 △ 1,392,170
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特定非営利活動法人　まちづくり学校

17期（6ヶ月） 16期（12ヶ月） 増△減

Ⅰ 経常収益
1. 受取会費 252,500 452,500 △ 200,000
2. 受取寄付金 12,067 8,840 3,227
3. 事業収益
　(1)人材育成事業 3,561,250 8,499,270 △ 4,938,020
　(2)企画・開発事業 7,830,546 18,234,244 △ 10,403,698
　(3)調査事業 0 0 0
　(4)ネットワーク事業 0 10,000 △ 10,000
　(5)情報発信・出版事業 138,621 452,378 △ 313,757
　(6)講師派遣事業 280,440 1,554,044 △ 1,273,604
　(7)その他事業 0 0 0
小計 11,810,857 28,749,936 △ 16,939,079

4. その他収益
　受取利息 13 330 △ 317
　雑収益 221,314 156,679 64,635
小計 221,327 157,009 64,318
経常収益計 12,296,751 29,368,285 △ 17,071,534

Ⅱ 経常費用
1. 事業費
（1）人件費 給料手当 895,500 1,344,288 △ 448,788

アルバイト給料 0 0 0
法定福利費 136,720 206,012 △ 69,292

人件費計 1,032,220 1,550,300 △ 518,080
（2）その他経費 仕入 112,274 196,997 △ 84,723

支払報酬 3,898,417 11,927,769 △ 8,029,352
印刷製本費 195,512 327,793 △ 132,281
会議費 87,653 198,844 △ 111,191
旅費交通費 1,323,808 2,544,154 △ 1,220,346
通信運搬費 8,416 137,126 △ 128,710
消耗品費 7,643 108,970 △ 101,327
賃借料 0 5,400 △ 5,400
広告宣伝費 0 3,240 △ 3,240
新聞図書費 1,200 9,000 △ 7,800
接待交際費 32,884 6,558 26,326
保険料 1,058 16,376 △ 15,318
研修費 0 13,200 △ 13,200
外注費 1,094,000 228,300 865,700
支払手数料 0 0 0
雑費 1,200 41,908 △ 40,708

その他経費計 6,764,065 15,765,635 △ 9,001,570
事業費計 7,796,285 17,315,935 △ 9,519,650

≪第17期≫　平成29年度　　活 動 計 算 書（前年比）
自　平成29年1月1日　　至　平成29年6月30日

科　　目　・　摘　　要
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2. 管理費
（1）人件費 給料手当 2,652,083 5,969,414 △ 3,317,331

法定福利費 490,621 975,365 △ 484,744
福利厚生費 10,000 25,040 △ 15,040

人件費計 3,152,704 6,969,819 △ 3,817,115
（2）その他経費 支払寄付金 0 10,000 △ 10,000

支払報酬 311,714 380,834 △ 69,120
印刷製本費 2,302 27,331 △ 25,029
会議費 15,583 34,936 △ 19,353
旅費交通費 262,785 720,578 △ 457,793
通信運搬費 144,581 248,286 △ 103,705
消耗品費 76,496 320,610 △ 244,114
水道光熱費 138,222 261,226 △ 123,004
地代家賃 213,000 426,000 △ 213,000
賃借料 210,600 421,200 △ 210,600
広告宣伝費 26,676 40,932 △ 14,256
接待交際費 0 0 0
新聞図書費 0 2,900 △ 2,900
減価償却費 24,800 0 24,800
保険料 156,947 170,947 △ 14,000
研修費 30,000 121,000 △ 91,000
諸会費 2,500 17,500 △ 15,000
リース料 4,050 4,590 △ 540
租税公課 9,050 7,500 1,550
支払手数料 10,236 19,948 △ 9,712
支払利息 12,665 0 12,665
雑費 183,325 66,565 116,760
消費税 437,400 1,032,300 △ 594,900

その他経費計 2,272,932 4,335,183 △ 2,062,251
管理費計 5,425,636 11,305,002 △ 5,879,366
経常費用計 13,221,921 28,620,937 △ 15,399,016
当期経常増減額 △ 925,170 747,348 △ 1,672,518

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計 0 0 0

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計 0 0 0
税引前当期正味財産増減額 △ 925,170 747,348 △ 1,672,518
法人税、住民税及び事業税 35,000 70,000 △ 35,000
当期正味財産増減額 △ 960,170 677,348 △ 1,637,518
前期繰越正味財産額 1,466,330 788,982 677,348
次期繰越正味財産額 506,160 1,466,330 △ 960,170
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議題２：報告事項  

 
第 18期（平成 29年度-2 期） 
事業計画および収支予算報告 
 

第 18期（平成29年度-2期）第1回運営委員会（7月 24日開催）で承認 
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第 18期（平成 29年度）事業方針

　まちづくり学校は理念にもとづき、以下の 6つの事業を実施しています。現在、「未
来デザインプロジェクト」によって新しい理念を設定し、5年先を見据えた事業および
運営の方針・方策を検討しています。検討途中であるため、第 18期（平成 29年度 2期）
は当面、第 17 期の「成果と課題」を踏まえながら２つの方針を引き継ぎ、さまざまな
取り組みを進めていきます。

※これまでの理念と新しい理念は○ページをご確認ください。

方針１　まちづくり学校独自の人材育成プログラムを確立する。

○まちむらカレッジの確実な実施と定着
○マチダス改訂版の発行
○県外シェアのさらなる拡大

方針２　これまでの経験を生かして現場を支援する体制を強化する。

○理念の見直し、再構築
○現場におけるニーズの把握を徹底する
○新たな支援アイディアを産み出しやすい環境をつくる
○現場の実践を通した指導を強化する

（1）まちづくりの人材育成事業
（2）まちづくりの企画・開発事業
（3）まちづくりの調査・研究事業

（4）まちづくりのネットワーク形成事業
（5）まちづくりの情報発信・出版事業
（6）まちづくりの人材派遣事業

◆事業種別◆
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（1）まちづくりの人材育成事業
　住民主体、協働のまちづくりを進める人材を育成するため、各種研修会を
実施するとともに実践の場を提供します。また、これから取り組む人や実践
している人からの相談を受け、アドバイスを行います。

【主な事業】
○まちむらカレッジ 2016の確実な実施と定着

　平成 29年度も〝現場を動かす〟人材を育てることを柱とし、これま
で以上にまちづくりの現場と連携したプログラムづくりを行い、複数
プログラムの組合せが相乗効果を生むような全体構成とします。
　併せて、ニーズの把握、広報先の見直しや新たな開拓、適切な情報
発信によって参加者確保に努めます。

○ジュニア育成事業（子どもを対象にしたまちあるき「まちたんけん」等）
○相談業務
○県内外の自治体や民間からの委託による人材育成研修会の実施  等

（2）まちづくりの企画・開発事業
　まちづくり活動における話し合いの場など、参加・協働の場の企画づくり
や運営を行います。また、ワークショップの手法開発、研修会のプログラム
開発なども行います。

【主な事業】
○ブラニイガタ 2017の実施
○人材育成事業実施に伴う研修プログラムの研究開発
○学習ツールの開発
○参加の場の企画運営に伴う場づくりの企画開発
○県内外の自治体や民間からの委託によるワークショップ等の参加の場の
　企画運営        　　　等
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（3）まちづくりの調査・研究事業
　まちづくりに関わる各種調査や研究を行います。これらの調査や研究にも
とづいた政策提言を必要に応じて行います。

【主な事業】
○まちづくりの活動現場における支援ニーズの把握

　オープンスクールをはじめ各種事業を通じて、活動現場における支
援ニーズの把握を強化し、新たなプログラム開発に活かします。

○政策提言（随時）        等

（4）まちづくりのネットワーク形成事業
　まちづくりに携わる人々や団体の出会いの場やつながりをつくる機会を設
けます。

【主な事業】
○各種情報交換会・交流会の開催

　外部講師からまちづくりの最新動向などを学んだり理事や会員の持
つ知見を分かち合うなど、交流事業に学びの要素を取り入れ、人材発
掘と活用、ネットワーク化を進めるとともに、スキルアップとなる場
づくりに努めます。

○県内外の自治体や民間からの委託による交流会等の企画運営  等

（5）まちづくりの情報発信・出版事業
　まちづくりに関わる情報の収集と発信、テキスト等の書籍の制作・発行を
行います。

【主な事業】
○新しい「マチダス」の制作・発行

　改訂内容を検討している「マチダス 2011」はリニューアルした形で
平成 29年度中に確実に発行します。

○まちづくり学校の活動や新潟のまちづくり事例をもとにした、まちづくり
　の書籍制作
○書籍販売事業
○ウェブサイトや facebook による日常的な情報発信
○営業ツールの開発        等
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（6）まちづくりの人材派遣事業
　各地のまちづくり活動を支援するため、講演や研修会の講師、コーディネー
ター、ファシリテーターの派遣を行います。

【主な事業】
○講師派遣事業
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特定非営利活動法人　まちづくり学校
H28決算 H29-1期決算 H29-2期予算 備　　考

Ⅰ　経常収益
1． 受取会費・入会金 正会員年会費 452,500 252,500 630,000

情報会員会費 0 0 0
2． 受取負担金 0 0 0
3． 受取寄付金 8,840 12,067 20,000
4． 事業収益 28,749,936 11,810,857 30,231,380
5． その他収益 受取利息 330 13 500

雑収入 156,679 221,314 100,000
経常収益計 29,368,285 12,296,751 30,981,880

Ⅱ　経常費用
1． 事業費
（１）人件費 給料手当 1,344,288 895,500 400,000 事務局事業担当者の給与の一部

アルバイト給料 0 0 0
法定福利費 206,012 136,720 70,000 事務局事業担当者の給与の一部

人件費計 1,550,300 1,032,220 470,000
（２）その他経費 仕入 196,997 112,274 800,000 新マチダス含む

支払報酬 11,927,769 3,898,417 12,500,000
印刷製本費 327,793 195,512 1,000,000 新マチダス印刷費含む
会議費 198,844 87,653 250,000
旅費交通費 2,544,154 1,323,808 2,500,000
通信運搬費 137,126 8,416 130,000
消耗品費 108,970 7,643 120,000
賃借料 5,400 0 30,000
広告宣伝費 3,240 0 5,000
新聞図書費 9,000 1,200 10,000
保険料 16,376 1,058 15,000
支払手数料 13,200 0 10,000
外注費 228,300 1,094,000 1,000,000 マチダス2011の精算含む
雑費 41,908 1,200 50,000
接待交際費 6,558 32,884 10,000

その他経費計 15,765,635 6,764,065 18,430,000
事業費計 17,315,935 7,796,285 18,900,000

2． 管理費
（１）人件費 給料手当 5,969,414 2,652,083 6,200,000 事務局常勤3名500,000円×12ヶ月+200,000円

法定福利費 975,365 490,621 950,000 社会保険、雇用保険、厚生年金等2名分
福利厚生費 25,040 10,000 30,000 事務局職員3名分健康診断費

人件費計 6,969,819 3,152,704 7,180,000
（２）その他経費 支払報酬 380,834 311,714 350,000 Art税理士法人、小西労務管理事務所

印刷製本費 27,331 2,302 30,000
会議費 34,936 15,583 35,000 会場借り上げ費、茶菓子代
旅費交通費 720,578 262,785 700,000 事務局職員通勤費+運営委員会交通費＋他（事務局作業時）
通信運搬費 248,286 144,581 250,000 電話代、ネット接続費、郵便・メール便等
消耗品費 320,610 76,496 300,000 WSグッズ・事務用品等
修繕費 0 0 210,000 建物修繕、IT保守サービス3,780円×12ケ月
水道光熱費 261,226 138,222 260,000
地代家賃 426,000 213,000 426,000 事務局家賃30,000円×12ケ月、駐車料5,500円×12ケ月
賃借料 421,200 210,600 421,000 コピー機35,100円×12ケ月
リース料 4,590 4,050 8,100 清掃モップ
広告宣伝費 40,932 26,676 70,000 名刺印刷代等
接待交際費 0 0 10,000
新聞図書費 2,900 0 5,000
減価償却費 0 24,800 40,000 10万円以上の備品購入の場合別途発生
保険料 170,947 156,947 180,000 傷害保険、法人保険、建物共済等
諸会費 17,500 2,500 17,500 新潟NPO協会、社会保険協会、シティガイド
租税公課 7,500 9,050 10,000 収入印紙等
支払寄付金 10,000 0 10,000
支払手数料 19,948 10,236 20,000
支払利息 0 12,665 15,000
研修費 121,000 30,000 150,000
雑費 66,565 183,325 140,000 町内会費、公文書変更手続き費用、PCソフトライセンス
消費税 1,032,300 437,400 1,000,000
法人税・住民税・事業税 70,000 35,000 70,000

その他経費計 4,405,183 2,307,932 4,727,600
管理費計 11,375,002 5,460,636 11,907,600
経常費用計 28,690,937 13,256,921 30,807,600
当期経常増減額 677,348 -960,170 174,280

Ⅲ　経常外収益
1． 固定資産売却益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0
Ⅳ　経常外費用
1． 固定資産除却損
経常外費用計
当期正味財産増減額 677,348 -960,170 174,280
前期繰越正味財産額 788,982 1,466,330 506,160
次期繰越正味財産額 1,466,330 506,160 680,440

　　　≪第18期≫　平成29年度-2期　特定非営利活動法人まちづくり学校　活動予算書　
自　平成29年7月1日　　至　平成30年6月30日

科　　目　・　摘　　要

(89名+新規11名)×6,000円+(学生6名+新規4名)×2,000円

+(団体1）×10,000円
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■第18期（平成29年度-2期）NPO法人まちづくり学校　役員名簿
五十音順

役　職 氏　名 市町村 備　　考
代表理事
校長
代表理事
校長

副代表理事
教頭

理事 池井　豊 南蒲原郡田上町 コミュニケーションデザイン事務所イケイ

理事 伊藤　明世 新潟市西区 P's box

理事 江川　功 東蒲原郡阿賀町 馬茶屋

理事 金子　洋二 新潟市秋葉区 スタジオ・ファイル

理事 川島　崇照 南魚沼市 川島崇照メンタルトレーニング・オフィス

理事 丸藤　文子 新潟市江南区

理事 小見まいこ 新潟市西区 みらいずworks

理事 坂本　裕一 新潟市西区

理事 佐野　智香 燕市

理事 知野　孝子 新潟市中央区 CHINO・PLANNING

理事 長谷川　敏栄 柏崎市 ライブデザイン（株）一級建築士事務所

理事 堀　昌子 新潟市江南区 つなぎや

理事 山賀　昌子 新潟市中央区 NPO法人まちづくり学校事務局長

理事 横尾　文子 新潟市中央区

理事 和田　一良 新潟市東区 編集工房わらく

監事 小島　嘉晴 新潟市西区

■第18期（平成29年度-2期）の事務局体制

新潟市中央区

　○事務局長　　　　：山賀　昌子（平成29年7月1日～平成30年6月30日）

　○職員（会計）　　：石本ゆきい（平成29年7月1日～平成30年6月30日）

斎藤　主税

　○職員（事務）　　：木村　　瞳（平成29年7月1日～平成30年6月30日）

中村　美香 新潟市西区 （有）ミカユニバーサルデザインオフィス

大滝　聡 村上市 （有）オム・クリエイション
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議題３：審議事項  

 
定款変更について 
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定款変更の内容と理由 
 

 急速に変化する社会情勢やニーズに対応するため、まちづくり学校ではこれまでの理念を
見直し、今後のビジョンや方向性を検討する「未来デザインプロジェクト」を平成 29年 4月
より始めました。これまでに 5 回のワークショップを行い、代表理事を中心に運営委員で新
たな理念をつくりました。現在、この理念をもとに 5年先をめどにした将来像づくりや方針、
具体策づくりを進めています。 
 本総会では、新しい理念と今後の方向性をご報告します。理念は定款第３条（目的）であ
るため、条文を変更したく総会での審議をお願いいたします。 

 

〈変更内容〉目的（第３条）の変更 
〈変更理由〉変化する社会情勢・ニーズに応じ、組織としていっそう社会の利益に寄与する

活動を進めるため、新しい理念（目的）を制定した。これに伴い、第３条に示す目
的を変更したい。 

  

〈現在の理念〉 
「地域おこし、国際社会づくりのための人財を育成する」 

「みんなの夢や想いを実現し合う広場（公私統合圏）を創造する」 
「幸せを感じられる社会システムを築く」 

 
 定款第３条  この法人は、地域おこしや国際社会づくりのための人材を養成しながら、
年齢や性別、国籍などのさまざまな立場の違いを越えて、市民一人一人の夢や想いを実現
し合う場を創造し、幸せを感じられる社会システムを築くことをめざし、これらをもって
社会全体の利益の増進を図ることを目的とする。 

 
  

【新しい理念】 

まちをつくるひとをつくる 
自ら行動する人を育み、学び合う関係を築く 
現場に寄り添い、足りない仕組みを提供する 

まちと人の個性が輝く社会を創る 
 

 定款第３条  
 この法人は、多様な人々が学び合う関係を築きながら、自らまちづくりに行動する人
を育み、活動の現場に寄り添い足りない仕組みを提供し、まちと人の個性が輝く社会を
創ることをめざすことを目的とする。 
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新旧条文対照表 

〈変更後〉 〈変更前〉 
（目的） 
第 3 条 この法人は、多様な人々が学び合う関
係を築きながら、自らまちづくりに行動する人
を育み、活動の現場に寄り添い足りない仕組み
を提供し、まちと人の個性が輝く社会を創るこ
とをめざすことを目的とする。 

（目的） 
第 3条 この法人は、地域おこしや国際社会
づくりのための人材を養成しながら、年齢や
性別、国籍などのさまざまな立場の違いを越
えて、市民一人一人の夢や想いを実現し合う
場を創造し、幸せを感じられる社会システム
を築くことをめざし、これらをもって社会全
体の利益の増進を図ることを目的とする。 
 

 

39


